一方当事者の婚姻意思を欠いた婚姻届に基づく戸籍訂正手続 : 東京高決平成23年1月24日家月64巻3号72頁 by 足立 清人













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































北　星　論　集（経） 　第 54 号　第１号（通巻第 66 号）
刻は相続関係に重大な影響を及ぼす事項なの
で，法113条によるその訂正許可審判は許され
ないとされた（本件は，単純な事実の訂正で
あるが，それが親族法，相続法上重要な影響
を及ぼすものとして，113条による訂正は許さ
れないとされた）〕など。
10　澤田省三［判批］民商124巻4･5号764頁；同［判
批］戸籍725号16頁。
11　前掲・長崎家審平成4年7月2日：前掲・横浜家
審平成13年6月11日などを参照。前掲・名古屋
高決平成21年4月14日も同じ指摘をしている。
12　澤田･戸籍705号28頁以下，707号19頁以下に，
学説の詳細な分類が掲げられている。
13　谷口「戸籍法」317頁以下：石井敬二郎「身分
関係存否確認の訴えと戸籍訂正」（鈴木忠一・
三ヶ月章監修「新･実務民事訴訟講座第8巻」
（1981年）所収）407・408頁：田中「戸籍訂正
に関する諸問題の研究」84頁：中川淳［判批］
判評391号（判時1388号）26頁など。
14　青木義人・大森政輔「全訂 戸籍法」（1982年）
456・457頁：梶村太市「親子関係の存否をめ
ぐる紛争と戸籍訂正方法」判タ1100号121頁以
下：澤田・民商124巻4・5号767頁；同［判批］
民商142巻4･5号507頁：中川善之助・米倉明編
「新版・注釈民法（23）」55頁以下，特に84・
85頁［林屋礼二］：福島節男「戸籍訂正の許可」
（岡垣学・野田愛子編「講座･実務家事審判法
（4）」（1989年）所収）261・262頁など。
15　斎藤秀夫・菊池信男編「注解 家事審判規則
〔改訂〕」558頁［梶村太市］：「新版･注釈民法
（23）」83・84頁［林屋］：福島「戸籍訂正の許
可」261・262頁など。
16　澤田省三［判批］戸籍865号7頁；同［判批］
戸籍872号22頁：村重慶一［判批］戸時679号
37頁。
17　本件は，新聞・インターネットのニュースで
も報道された。
18　姻族関係終了後も，直系姻族関係にあった者
同士は婚姻できない（民法735条）。明石市は，
元妻の娘との婚姻であることは認識していた
ようだが，この点を見落として，婚姻届を受
理してしまったようである。明石市は，X側
に解決金として100万円を支払った。
19　2007（平成19）年，戸籍法が改正され，戸籍
法27条の2が加えられ，届出の際の確認手続お
よび通知手続が用意された。本件が，この手
続で発覚したのかどうかは分からない。
20　利谷信義「創設的届出の不受理申出制度」（阿
部浩二他編著「現代家族法大系第1巻」（1980
年））522頁以下を参照。
21　澤田・民商146巻6号622・623頁は，不適式であっ
たため受理されなかったとはいえ，婚姻届不
受理申出書が提出されていたことから，本件
婚姻届の受理は慎重になされるべきであった
とする。
22　澤田・戸籍872号25・26頁，27・28頁は，116
条による戸籍訂正の方が理論的には望ましい
が，「訂正の結果が親族法相続法上重大な影響
を及ぼす場合には常に確定判決を必要とする
と画一的に対応することの是非」が問題であ
るとする。近年，戸籍に不実の記載がなされ
る原因が極めて多様になっていることから，
「無効が極めて明白で当事者間に争いもなくそ
の立証も容易な事案についてはむしろ113条・
114条による訂正の方法が選択され可及的速や
かに是正されることが望ましい場合がありう
る」としている。澤田は，その例として，前掲・
神戸家明石支審平成22年6月1日を挙げている
（この審判例は極めて特殊なケースである。と
ころで，筆者としては，戸籍に不実の記載が
なされる原因が極めて多様になっている理由
について，法社会学的な関心を寄せている）。
23　澤田・戸籍705号3頁など。
24　中川淳・判評391号26頁：渡辺惺之［判批］戸
時671号74・75頁も同旨。これに対して，澤田・
戸籍707号26・27頁は，「戸籍記載の早期是正
を優先させるべきであ」り，「既判力の有無の
問題は直接的には法113条による訂正の必要性
と可能性を減殺する主たる根拠にはならない」
として，法113条説を主張する。法113条説の
主張は，「訂正事項と戸籍記載の意義を極めて
実質的に考慮している点で『実質説』とでも
呼べる見解」であるとする。
